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議会中継を見て改めて考える「ゴミ処理施設建設工事造成工事」入札問題 

中田清介 

この問題は、去る 9月 30日 9月議会最終日に上程された一班競争入札による、ゴミ処理

施設建設地造成工事に関する案件で、契約金額は４９１，７００，０００円。契約の相手方

は「大山・新井特定建設工事共同企業体でした。この案件に関しては 8月３日における入札

が不落となり、2回目の入札公告に際し１億円を超す額を増加して再入札となったことに起

因する問題です。 

私たち創政・改革クラブは事実経過を確認して、検証すべき事項を確認した上で審査に入

りました。今回は委員会審査を省いた本会議において上程された異例の審議・審査でした。 

１． 事実経過を追ってみます。 

① 第 1回入札公告  

・予定価格 ￥407,908,600 開札令和 4年 8月３日 応札なし 

第 2回入札公告 

・予定価格 ￥512,234,800 開札令和 4年 9月 14日実施 

予定価格における価格差 ￥104,326,200．（見直し修正後の増加金額である。） 

見直し増加率は ２５．５７％ 

② 仕様書による内訳書の本工事費項目は、摘要欄にある工事区分は「公園工事」であ

る。つまり、諸経費となる共通仮設費、現場管理費、一般管理費の算出根拠を示し

ている。 

③ 特記仕様書には特段諸経費算出における工事区分に関する事項はない。 

④ 一回目の入札では令和 4年 8月２日までに応札者はいなかった。 

⑤ 諸経費算出額に対しては指定する工事区分に相応する金額が計上されることなく、

別途高山市が公園工事とは異なる適用をしたことが起因。 

⑥ 令和 4年度一般会計予算(当初)継続費調書では、ゴミ処理施設建設事業の令和 4年

度から 7年度までの総額 152億 5,300万円（内訳構成は国庫支出金 40億 4,300万

円、地方債 47億 4,500万円、その他 50億円、一般財源 14億 6,500万円）である。

特に令和令和 4 年度から 6 年度までの 3 会計年度での一般財源支出なしとする予

算を議決している。 

以上が事実経過である。 

２．予定価格見直しにおける議会が質すべき検証点は次の様な事項です。 

①（応札事業者は）諸経費算出において、条件とする工事適用区分が前提であるにも関 

わらず、この工事区分とは異なる諸経費を適用して第一回の予定価格を算出したも

の。それを適用できる根拠とは、又行政裁量の是非についてはどうなのか。 

  ② 諸経費を構成する 3つの項目（共通仮設費、現場管理費、一般管理費）特にどの項 

目における価格差が生じたのか。 

  ③ 行政は事前公表する予定価格の決定において適正であると最終判断をしたのか。そ 
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もそも応札しても落札決定できないものと予知した入札手続きではなかったのか。 

  ④ 不落となれば工事着手日が遅延することは想定できなかったたのか。 

  ⑤ 予定価格見直しによる、事前公表金額の適性を十分に確認できているのか。 

 

３．高山市公契約条例では、（koukeiyakujyourei.pdf (takayama.lg.jp) こちらから） 

（基本理念）  

第３条 公契約は、次に掲げる事項を基本として締結し、履行されなければならない。  

⑴ 公正性、透明性及び競争性を確保すること。 

  ⑵ 契約内容の適正な履行及び品質を確保すること。 

 ⑶ 労働者等の適正な労働環境を確保すること。 

  ⑷ 社会的責任の向上に努めること。 

  ⑸ 地域経済及び地域社会の健全な発展に配慮するよう努めること。 

（市の責務）  

第４条 市は、次に掲げる事項等に留意し、公契約に関する施策を適正かつ総合的に 

実施するもの とする。 

 ⑴ 経済社会情勢の変化及び市場における労務その他の取引価格等を考慮した積算 

に基づき、適 正な予定価格を定めること。 

 ⑵ 公契約の締結に当たっては、契約の性質及び目的を踏まえた適正な入札方法等 

を採用すると ともに市内に事務所又は事業所を有する者（以下「市内事業者」 

という。）の積極的な活用を図 ること。 

 ⑶ 公契約の内容に変動が生じると認めるときは、変更契約を締結すること。 

 ⑷ 公契約からの不正行為の排除を徹底すること。 

 ⑸ 公契約に関する情報を公表すること。 

   として、基本理念に基づく発注者としての市の責務を定めている。 

  こうした本市における公契約条例制定の経緯及び予定価格の事前公表制の導入（2021 

年 10月～）の経緯からすれば、第 1回の予定価格の設定は適正なものと言えたのかが 

問われるところである。その差が一億円を超す額なのである。 

４．こうした経過をたどった発注工事に対して「環境政策部」は Ｒ4年 9月 21日「ゴ 

ミ処理建設地造成工事請負契約の締結について」という情報提供を行い、委員会審査を 

省いた利用卯を議会に対して釈明してきた。 

環境政策部の提供資料 

 

（最終ページに添付） 

① 経緯．入札方法．契約目的．応札状況など 

② 予定価格．これまでの経緯．積算内容の見直し 

③ 環境省の補助金交付手続きについて 

④ 入札情報（令和 4年 9月１４日現在） 

現場図面 

環境省と国交省での諸経費等の比較 

https://www.city.takayama.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/009/159/koukeiyakujyourei.pdf
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 ５．質疑に際して私たちが準備した論点整理 

  ①入札公告にあったその他事項では、当該工事出来高についての問題があった。1回目 

では令和 4年度２５％とされたものが、2回目では令和 4年度２２％に加え令和 5年 

度で６０％以上という記載がされた。いろいろいいわけはされているが、敷地造成工 

事についてははじめから環境省の補助対象外施設であるが、一部施設への進入路等 

で補助対象内に含められるものがあるとのことで、それを根拠としてすべてを環境 

書の補助対象として経費率をかけ公告してしまった事がうかがえる。その為後付け 

で出来高を訂正しなくてはならなかったきらいがある。その点解明が必要。 

  ②環境省が定める廃棄物処理施設整備費国庫補助金取扱要綱を参照すると、補助金対 

   象事業の範囲は明らかに従前から明示されている。 

新設や更新施設整備については 

 １．ゴミ処理施設(本体)、 

２．埋め立て処分地施設のほか 1つを含めて 

３．3つの施設に限定され、平成 17年完成の高山市第２埋め立て処分地建設はそ 

の事に該当しているため、ほとんどが交付対象であり工事費算出での諸経費を環 

境省の補助基準に基づく事は妥当であった。 

   しかし、敷地造成工事は原則として交付対象ではないため、特に交付対象基準の諸経 

費算出に基づく適当な理由は当初から見当たらない、環境政策部が事前に配布した 

説明資料の 3ページ目、「１２．環境省の補助金交付手続きについて」の②では、平 

成 17年に完成した環境省補助事業である「高山市資源リサイクルセンターの第②埋 

め立て処分地建設工事」の積算を環境省の基準で行い、地元共同事業体に発注してい 

る。」というのが説明されているが、そもそもその解釈が妥当ではない。上記１．２ 

．に示すように直接ごみを処分する施設を補助対象としているのである。 

  ③高山市が定める低入札価格調査制度を参照して、諸経費を構成する「現場管理費」は 

   2回目入札予定価格に対して低入札失格価格を大きく下回る金額を、1回目では予定 

していた内容であったと捉えることが出来る。そもそもが 1回目の事前公表予定価 

格について、社会情勢や地域経済動向に配慮すると、到底落札可能な価格ではないと 

判断していたにもかかわらず、入札公告してしまった事に対しては、何ら疑念を抱か 

なかったのか説明を求める必要がある。（参：兵庫県西脇市のゴミ処理施設敷地造成 

事では（2022年 9月 26日入札）、はじめから国交省・土木工事積算を適用している） 

  ④入札公告による使用書では第 1回目、第 2回目共に、諸経費区分を国土交通省土木 

積算基準による「公園工事」であった。なぜ 1回目では公文書と予定価格決定寺の諸 

経費算定内容の相違が生じなければならなかったのか。この点の見解を質すべきで 

はないか。（意識的な虚偽行為ではないのか） 

⑤ 高山市公契約条例における基本理念と市の責務について言えば、適正な予定価格を定め

る条項に照らして、今回の仮契約経緯については「法令遵守」の観点から見て不適切で
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あると判断できるが、その説明を質すべきと考える。 

  

こうした議論を重ね今回の案件の審議に向かいました。審議審査内容は議会ＨＰ、令和 

4年９議会最終日議会中継配信をご覧ください。白熱した議論の内容をごらんいただけると

おもいます。（最終日の日程の中では追加議案ですので後半部分になります。） 

 

同僚議員は上記５．質疑に際して私たちが準備した論点整理 に即して本会議でも質疑を

かけ、行政の見解を質してくれました。しかし生半可な答弁に終始するばかりで、煮え切ら

ない答弁だったことはお聞き頂いたとおりです。議案説明に際し谷村副議長は、担当者に向

かって「今回の答弁には包み隠さず答えてやってほしい」と釘を刺されたそうです。 

私は一連の答弁を聞いてから次の様に指摘しました。 

「結局は市民が納得可能な説得力に欠ける答弁を最後までしようとしている。その辺の所

は謝るべきところは謝る。市の発注体制の中で最初にどこが足りなかったのか、平野部長の

所は（財政当局は）全部現課からの提案を鵜呑みにして発注してしまうのか、の見解は聞い

ておきたい」と。 

平野財政部長：「今回の案件は金額も大きく契約審査委員会にも係った案件。その中でこの

金額で発注していいのかという議論とか、工期は大丈夫なのかというような、例えば公告後

のＪＶの申し込みの状況は随時確認していた。言い分けと言われるかもしれないが環境庁

のアドバイスもあり、これが適切だという判断でその時は進めてきた。結果として私どもの

思いが業者の方々の判断とずれているといことが判明しましたので、早急に直させていた

だき、改めて 2 回目の入札に向け動きをさせていただいた。今後この事案も含めてしっか

りと振り返りをさせていただき、今後このようなことがないよう取り組んでいたい。」旨の

答弁があったところです。 

 「こういった案件再契約が出来たから良かった。どこに原因があってどういった対応をこ

れからするのかということが市民にわからないと、又続いていくだろう。責任体制の所在と

いうことは議論に句読点を打っていく為にも、市長、どこにどういう齟齬があったかという

ことを明らかにしていただいて、その部署に責任をとっていただくということ、そういう体

制を確立していただかないとあとをひきますからしっかりやっていただきたい」と指摘し

ておきました。 

その後議員間討議を｛情報の共有｝という観点から実施しこの問題における議員間の認識を

共有した上で、議長から理事者に対して「①公契約条例に即した適切な対応をしていただく

こと、②民間、市民、事業者の皆さんの意見をしっかりと聞くこと、③必要な情報について

はしっかりと議会側と共有を図ること」指摘して注意喚起を図ルと共に行政の対応に釘を

刺したところです。 
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提供資料② 
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提供資料③ 
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提供資料④ 
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現場図面 
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